
郎
二
清
本
森

日
本
海
事
セ
ン
タ
ー
　
企
画
研
究
部
　
上
席
研
究
員

日本船主の建造国別発注量シェア（総トンベース）

出典：国土交通省の資料を基に筆者作成

　

海

事

産

業

に

お

け

る

今

年

の

注

目

テ

ー

マ

は

「

造

船

業

の

再

生

」

だ

。

昨

年

４

月

、

米

国

は

中

国

の

造

船

分

野

で

の

不

合

理

な

慣

行

が

通

商

を

制

限

し

て

い

る

と

し

て

対

抗

措

置

を

発

表

。

�

月

に

中

国

建

造

船

か

ら

の

入

港

料

徴

収

を

開

始

し

た

が

、

中

国

も

同

様

の

措

置

で

対

抗

し

、

�

月

に

は

両

国

首

脳

間

の

合

意

で

相

互

の

措

置

を

停

止

す

る

と

発

表

し

た

。

一

方

、

日

本

で

は

６

月

に

自

民

党

が

国

内

の

造

船

業

再

生

に

向

け

た

緊

急

提

言

を

発

表

。

現

政

権

発

足

後

は

、

日

米

造

船

協

力

に

関

す

る

覚

書

の

締

結

、

重

点

投

資

分

野

へ

の

造

船

業

の

指

定

、

補

正

予

算

で

当

初

３

年

分

の

１

２

０

０

億

円

を

計

上

し

た

造

船

業

再

生

基

金

の

創

設

、

造

船

業

再

生

ロ

ー

ド

マ

ッ

プ

の

策

定

な

ど

取

り

組

み

を

進

め

る

。

　

背

景

に

あ

る

の

は

、

造

船

業

が

衰

退

す

れ

ば

、

国

民

生

活

に

不

可

欠

な

物

資

を

輸

送

す

る

船

舶

の

安

定

供

給

が

失

わ

れ

る

こ

と

、

ま

た

、

艦

船

等

の

建

造

・

修

繕

が

で

き

な

く

な

る

こ

と

へ

の

危

機

感

で

あ

る

。

日

本

の

貿

易

量

の

�

％

以

上

は

海

上

輸

送

に

依

存

し

、

そ

の

６

割

を

日

本

商

船

隊

が

担

っ

て

い

る

が

、

日

本

船

主

の

海

外

造

船

所

へ

の

発

注

シ

ェ

ア

は

増

え

つ

つ

あ

り

、

近

年

は

中

国

の

シ

ェ

ア

が

３

～

４

割

に

ま

で

上

昇

し

て

い

る

＝

図

参

照

。

　

日

本

の

造

船

業

は

か

つ

て

世

界

最

大

シ

ェ

ア

を

誇

っ

て

い

た

が

、

度

重

な

る

不

況

で

規

模

は

縮

小

し

、

建

造

能

力

は

大

幅

に

低

下

。

こ

の

ま

ま

い

け

ば

、

海

外

依

存

度

が

さ

ら

に

高

ま

る

こ

と

が

懸

念

さ

れ

る

。

　

こ

の

よ

う

な

経

済

安

全

保

障

上

の

課

題

に

対

応

す

る

た

め

、

上

述

の

ロ

ー

ド

マ

ッ

プ

で

は

日

本

の

建

造

量

を

２

０

３

５

年

ま

で

に

倍

増

さ

せ

る

目

標

を

掲

げ

、

建

造

体

制

の

強

じ

ん

化

や

人

材

確

保

な

ど

今

後

の

取

り

組

み

の

柱

を

示

し

た

。

柱

の

一

つ

が

脱

炭

素

化

へ

の

対

応

で

あ

り

、

Ｌ

Ｎ

Ｇ

や

メ

タ

ノ

ー

ル

、

ア

ン

モ

ニ

ア

な

ど

代

替

燃

料

へ

の

移

行

を

想

定

し

、

次

世

代

船

舶

技

術

で

世

界

を

主

導

す

べ

く

、

ゼ

ロ

エ

ミ

ッ

シ

ョ

ン

船

の

開

発

・

建

造

体

制

を

強

化

す

る

構

え

だ

。

既

に

国

内

造

船

所

は

新

た

な

建

造

需

要

に

対

応

す

る

た

め

、

ド

ッ

ク

拡

張

や

機

器

の

生

産

能

力

拡

大

な

ど

設

備

投

資

に

着

手

し

、

海

運

と

の

連

携

に

よ

る

設

計

体

制

の

効

率

化

も

進

め

る

。

市

場

の

獲

得

に

は

、

規

制

動

向

や

代

替

燃

料

の

需

給

動

向

な

ど

国

際

情

勢

の

把

握

が

一

層

重

要

と

な

る

だ

ろ

う

。

　

さ

ら

に

ロ

ー

ド

マ

ッ

プ

で

は

日

本

全

体

の

脱

炭

素

化

に

向

け

た

移

行

期

の

燃

料

と

し

て

Ｌ

Ｎ

Ｇ

の

需

要

が

続

く

と

の

想

定

の

下

、

Ｌ

Ｎ

Ｇ

運

搬

船

を

成

長

分

野

に

位

置

付

け

る

。

Ｌ

Ｎ

Ｇ

運

搬

船

は

、

日

本

船

主

の

保

有

船

腹

量

シ

ェ

ア

は

約

２

割

に

上

る

が

、

国

内

で

の

建

造

実

績

は

�

年

を

最

後

に

途

絶

え

て

い

る

。

建

造

再

開

に

向

け

て

は

、

タ

ン

ク

工

事

で

の

ロ

ボ

ッ

ト

技

術

の

活

用

や

荷

主

・

海

運

・

造

船

が

一

体

と

な

っ

た

国

の

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

を

構

築

す

る

と

い

っ

た

考

え

が

指

摘

さ

れ

て

お

り

、

実

現

に

向

け

た

進

展

を

期

待

し

た

い

。

　

今

後

は

、

今

夏

の

成

長

戦

略

と

り

ま

と

め

に

向

け

て

官

民

投

資

策

が

検

討

さ

れ

る

予

定

で

あ

る

が

、

再

生

に

向

け

た

道

の

り

は

決

し

て

平

坦

で

は

な

い

。

労

働

集

約

型

の

造

船

業

で

日

本

は

コ

ス

ト

競

争

力

を

失

い

、

設

備

・

人

員

・

資

金

面

で

大

幅

な

縮

小

を

余

儀

な

く

さ

れ

て

き

た

。

筆

者

が

知

る

船

舶

技

術

者

い

わ

く

「

ま

ず

は

現

状

に

至

っ

た

経

緯

の

お

さ

ら

い

が

重

要

」

で

あ

る

。

造

船

の

付

加

価

値

向

上

と

人

材

確

保

を

進

め

ら

れ

る

か

、

今

後

の

対

応

が

注

目

さ

れ

る

。


